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再び経営者の時代という自覚と矜持で、
「生活者共創社会」の実現に踏み出す１年に

経済同友会は昨年、生活者（SEIKATSUSHA）の選択と
行動により形づくられる「生活者共創社会」を提唱した。こ
れは多様な個人を核に、個人の志と組織の力を活かして生
活者一人ひとりが価値を生み、成長の果実が包摂的に社会
の隅々まで行きわたる、持続的かつ循環的な新しい資本主
義を目指すものである。
私たち経営者は、日本が「失った30年」を一日も早く脱す
るために、2023年を、再び経営者の時代が始まるという自
覚と矜持を持ち、イノベーションに果敢に挑戦する。そし
て、経済同友会が掲げた「生活者共創社会」の実現に踏み
出す1年としたい。

選択と挑戦を支えるレジリエントな
経済・社会基盤づくり

新型コロナウイルス感染症の拡大は、日本の経済・社会
の脆
ぜいじゃく

弱性を明らかにし、経済・社会のデジタル化を促す契
機となった。ウクライナ戦争をはじめとする地政学リスク
の顕在化や経済安全保障上のリスクは、グローバルなサプ

ライチェーンの安定性・持続性を脅かし、私たちは高まる
緊張感と覇権の空白への備えを求められている。また、歯
止めのかからない少子化も、社会のレジリエンスに対する
大きなリスクである。
グローバルな不確実性と緊張感が格段に高まった時代に、
生活者一人ひとりが安心して変化を選択し、価値創造に挑
戦していくためには、選択と挑戦を支えるレジリエントな
経済・社会基盤を確立する必要がある。特に重要なのが、
民間主導で社会課題を解決する破壊的イノベーションを創
出する基盤となる、①産業・企業の新陳代謝と円滑な労働移
動、②働き方に中立な社会保障と財政の持続性、③世界と
伍するイノベーションを創出するレベル・プレイング・フィー
ルド（公平な競争条件）の実現――の三つである。

１．産業・企業の新陳代謝と円滑な労働移動

諸外国では賃金上昇に伴う物価の高騰が進む中、日本で
は、コストプッシュ型のインフレが課題になっている。日
本の経済・社会システムは内部労働市場に依存してきたた
め、外部労働市場が未成熟である。産業・企業を越えた労
働移動が阻害され、生産性の停滞と賃金の停滞の悪循環が
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続いてきた。マイルドな賃金上昇が続く社会を創るには、
産業・企業の新陳代謝と外部労働市場を通じた円滑な労働
移動による賃金上昇とそれを支えるリスキリングの好循環
が不可欠である。

（１）産業・企業の新陳代謝による資源配分の効率化
大企業は、その資本力や技術力、人材等を活かし、スター
トアップや大学・研究機関等とのオープンイノベーション
やM&Aを進め、事業の新陳代謝を図るとともに稼ぐ力を強
化し、イノベーション投資を充実させる。また、ダイバー
シティ＆インクルージョンの推進や意思決定の迅速化等に
より組織力を強化していく。
限られた資源を効率的に配分し、日本経済の生産性を向
上するには、雇用の７割を占める中小企業の活性化も重要
である。そのため、中小企業＝弱者であるという認識を改
め、経営者のアニマルスピリッツと投資意欲を引き出す政
策へと抜本的に転換すべきである。また、長期にわたる金
融緩和の結果、金利機能が十分働かないことも、産業・企
業の新陳代謝を阻害してきた要因の一つであり、金融仲介
機能という観点では、遠くない将来、金融政策の転換が必
要になる。

（２）円滑な労働移動を支える外部労働市場の活性化
コロナ禍からの経済活動の回復に伴い、産業・企業によっ
ては以前にも増して人手不足が深刻化している。今こそ、
外部労働市場機能を強化して人材の流動化を促す、抜本的
な労働市場改革を進めるチャンスである。政府は、一つの
組織に所属し給与所得を得る働き方を前提とした年末調整
制度や20年超の長期雇用を優遇する退職金税制の廃止など、
円滑な労働移動を妨げている要因を除去し、所得が持続的

に増加する社会の実現を急ぐべきである。
なお、産業・企業を越えた人材の流動化を促す上で、個
人に対する直接支援、セーフティネットの充実が重要であ
る。例えば、在職者の支援にかかる予算の75％が企業経由
で執行されているが、マイナンバーの活用や公金受取口座
の登録等を通じ、給付の個人化を進めるべきである。
外部労働市場の活性化は、有意な人材に対する企業のリ
テンションの取り組みを促す上でも重要である。経済・社会
構造の変革が加速する中、一人ひとりのリスキリングを定
着させるため、企業もキャリア採用（経験者採用）の拡充
を急ぐとともに、育成・登用・評価システムの見直しを加
速させていく。

（３）世界をリードする人材の育成と外国人政策の見直し
昨年、ついに出生数が80万人を割り込んだ。東アジアを
筆頭に進む少子・高齢化は世界共通の課題であり、世界を
リードする「生活者共創社会」を実現するには、日本が社
会課題を解決するイノベーションを創出し続ける必要があ
る。課題を発見し、自ら解決する価値創造人材を輩出し続
けることもレジリエンスの柱の一つであり、キャッチアッ
プ型経済にフィットした教育制度からの抜本改革を急ぐべ
きである。
また、足元の円安でグローバル経済における日本の存在
感がますます低下する中、DXやGX、社会課題の解決をリー
ドする有為な人材を国内外から採用・登用するためには、
外国人材にとっての日本の魅力を維持・向上する取り組み
も欠かせない。在留資格取得の円滑化・簡素化や子女の教
育環境、英語インフラなど、高度外国人材の生活インフラ
の充実を急ぐとともに、特定技能・技能実習制度の見直し
にかかる議論も加速すべきである。
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２．働き方に中立な社会保障と財政の持続性

一人ひとりが安心して変化を選択できるようにするため
には、社会保障のレジリエンスと包摂性が重要である。ま
た、社会保障制度を支えるために多くの公費が投入されて
いることを踏まえれば、レジリエントなセーフティネット
を維持するには、持続可能な財政構造の実現も欠かせない。

（１）働き方に中立な雇用のセーフティネット構築
少子・高齢化が加速し、人口構造の歪みが拡大する中、医
療・介護保険制度を含む受益と負担の抜本改革が必要だが、
まずはフルタイムで雇用される労働者を前提に設計された
雇用保険制度の見直しを進め、働き方に中立な雇用セーフ
ティネットや能力開発支援への転換を急ぐべきである。こ
れは、コロナ下で出生数の減少が前倒しで進む中、育児休
業給付金の対象者を拡大し、少子化対策の実効性を高める
上でも有効である。

（２）補正予算の規律強化と実効性ある予算編成
将来世代への負担の先送りは、将来不安を増幅させ、出
生数の減少を促す。コロナ対応、物価高対策という危機対
応財政から一日も早く脱却するとともに、財政法第29条の
規定に立ち返り、巨額化した補正予算の規律を強化すべき
である。
また、毎年策定される成長戦略等では、これまでに約800
の政策メニューが閣議決定されたが、結果として日本経済
は30年を失った。政府が注力しているDX、GXを今度こそ
確実に進めるため、コロナ対策費で膨大な不用額や繰越額
が発生した反省を踏まえ、今後は「執行」「アウトカム」を重
視したKPIの設定や予算編成を行い、透明性の高いかたち
でPDCAを回すべきである。

３．世界と伍するイノベーション創出に向けた
　 レベル・プレイング・フィールドの実現

世界と伍するイノベーションを創出するため、レベル・プ
レイング・フィールドの実現が必要である。それは、少子・
高齢化の進展に伴い、国内の資本蓄積や生産年齢人口の減
少が進む中、持続的な経済成長の鍵となる、対日FDIやグ
ローバルに競争力を有する人材の流入を増加させるために
も不可欠である。

（１）スタートアップ・エコシステムのグローバル化と
　　挑戦を尊ぶ文化の定着
政府は昨年、スタートアップ５か年計画を策定した。起
業の裾野を拡げるだけでなく、世界中から支持されるイノ
ベーションを持続的に創出するためには、スタートアップ

を取りまくエコシステムのグローバル化を実現するととも
に、生活者一人ひとりが挑戦と失敗から学ぶ姿勢を尊ぶ文
化を定着させなければならない。

（２）デジタルインフラの強化と規制・制度改革手法の刷新
コロナ禍や東日本大震災が明らかにした課題の一つが、
日本社会のデジタル化の遅れである。政策的な手当の一つ
がデジタル庁の創設だが、国民の中で危機感が薄れつつあ
り、地方公共団体を含む行政サービスや健康・医療情報の
デジタル化・プラットフォーム化は停滞している。次なる
危機時に同じ轍を踏まないよう、マイナンバーという生活
インフラの活用促進をはじめ、危機への備えとしての経済・
社会インフラのデジタル化を改めて加速すべきである。
また、産業のプラットフォーム化が進展する中、従来型
の産業分類に基づく業法規制の所管府省ごとに進めてきた
規制・制度改革の方法も刷新する必要がある。

（３）クリーンで経済的な電力の安定供給
経済・社会のデジタル化が不可逆的に進む中、経済安全
保障の観点からも、対日FDIを増やすためにも、クリーン
で経済的な電力供給の重要性は高まる一方である。需給見
通しにおける予備率が５％を割り込み節電要請がなされる
ような事態を打開するため、短期的には東日本を含む17
基の原発の再稼働やデータセンター等の省エネ化を進めな
ければならない。中長期的にはカーボンニュートラル目標
を確実に達成するためのロードマップを明確化し、企業の
予見可能性を高めることで積極的な投資を引き出すととも
に、GX投資の効果にかかるKPIをアウトカムベースで策定
し、着実に成果を創出すべきである。

（４）グローバル・サプライチェーンの強
きょうじん
靭化

ウクライナ戦争の長期化は、エネルギーや食料安全保障
の重要性を国民に再認識させた。自由、民主主義、人権、法
の支配といった価値観を共有する国々と連携して地政学リ
スクや経済安全保障に対応し、グローバルなサプライチェー
ンの強靭化を図るには、官民の技術協力を促進するととも
に、公的セクターの人材不足等に起因するイノベーション
関連予算の執行の遅れを是正しなければならない。
同時に、関東大震災から100年を迎えるにあたり、老朽化
した道路・橋梁等の公共インフラの更新・除却のあり方に
ついて、財政余力と人口分布を踏まえた決断が必要である。
また、消費者に安定的に財・サービスを提供することは、
企業の重要な責務の一つである。私たち経営者は、輸送・
配送網を含むサプライチェーンの強靭化や大規模自然災害
や感染症の拡大等にかかるBCPの再検証、公的研究機関
との人材交流などに取り組む。


